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第1条 この規程 刷 人 Reach A隆 rnatives(以 下、「本法人」とい

う。)の役員報酬の支給に関し、必要な事項を定めることを 的とする。

(報酬額の決定)

第2条 本法人の定款施行細則(定款第52条による)第4条(報酬)の定めにより、定

款第17条 1項および第2項の規定により常勤の役員の報酬の額は理事長がこれ

を定める。ただし、理事長が常勤であり有綸となる場合の理事長の報酬の額につ

いては、理事会の承認を得なければならない。

師I狂コ

第3条 常勤役員の通勤費は、職員給与規定に準して支給する。

(附則)

第4条 この規程の変更は、理事会の議決を経て、理事長がこれを行う。

この規程は、2015年4月 1日から施行する。

は、特定非
一
〓
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特定非営利活動法人 Reach Alternatives 給与規程

第 1章 総 則

(目 的)

第 1条 この規程は、就業規則第 31条に基づき、労働者の給与などに関する事項を定める。2.嘱託・契

約 0パートタイマーについては、別に定めるそれぞれの規程による。

2.嘱託 。契約 。パートタイマーについては、別に定めるそれぞれの規程による。

(給与の種類)

第 2条 給与は次のとおり分類する。

①  基準内給与

基本給

②  基準外給与

役職給

職能給

時間外勤務手当

休日出勤手当

深夜勤務手当

通勤手当

(締切日及び支払日)

第 3条 給与の計算期間は、当月 1日 から起算し当月末日をもって締切 り、当月 25日 に支給する。25日

が休日に当たる場合は前日に支給する。

(非常時払)

第 4条 前条の規定に関わらず、次の各号の一に該当する場合は、労働者 (労働者が死亡したときはその

遺族)の請求により、給与支払日の前であっても既往の労働に対する給与を支払う。

① 本人が死亡したとき

② その他、法人がやむを得ないと認めたとき

(給与の支払)

第 5条 給与は、全額を労働者の指定する金融機関の口座へ振込むものとする。

(給与控除)

第 6条 次の各号に定められたものは、前条の規定にかかわらず給与より控除する。

① 源泉所得税

② 住民税

③ 健康保険料(介護保険料を含む)の被保険者負担分

④ 厚生年金保険料の被保険者負担分

⑤ 雇用保険料の被保険者負担分

‐
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特定非営利活動法人 Reach Alternatives 給与規程

⑥ その他労使協定によるもの

(休暇等の賃金)

第 7条 就業規則に規定する体暇についての賃金の支給、不支給については、次の通 り。

① 年次有給休暇、慶弔休暇の期間は、所定労働時間労働 したときに支払われる通常の賃金を支給す

る。

② 産前産後の休業期間、母性健康管理のための体暇、育児・介護休業法に基づく育児休業、介護体

業、子の看護体暇の期間及び介護休暇の期間、育児時間、生理日の体暇、裁判員制度体暇の期間は、

賃金は支給しない。

③ 休職期間については、賃金を支給しない。

(業務災害による休業中の賃金)

第 8条 労働者が業務災害により休業した場合、最初の 3日 間は通常の給与を支給する。 4日 目からは労

働者災害補償保険法の体業補償給付を受けるものとする。

(給与の計算方法)

第 9条 遅刻、早退、欠勤により、所定労働時間の全部又は一部を体業した場合は、その体業した時間に

対応する基本給、役職給及び職能給を支給しない。なお、通勤手当は、欠勤の場合に欠勤日数分を控除す

ることがある。

2.遅刻、早退、欠勤による休業時間に対応する基本給、役職給及び職能給は、試用期間中を除き、本法人

の判断により支給することもある。

3.第 1項の計算は、1ケ 月平均所定労働時間を 160時間として計算する。lヶ 月平均所定労働時間数は下

記の計算式により算出する。

lヶ 月平均所定労働日数 20日 =(365日‐土曜日及び日曜日104日 ―国民の祝日16日 )÷ 12

1ケ 月平均所定労働時間 160時間=1ケ 月平均所定労働日数 20日 ×8

※少数点以下切捨

4。 給与計算期間の中途において入退職 した者に対する給与は、基本給、役職給、職能給及び通勤手当を日

割 りで計算して支給するものとする。

5。 前項の給与の日割計算は、次の算式にて算出する。

給与日額〓出勤日数/(当該月の暦日数―休日)

6.給与計算期間における給与の総額に 1円未満の端数を生じた場合は、これを 1円 に切 り上げるものとす

る。

第 2章 基準内給与

(基本給)

第 10条 基本給は月給制とし、本人の能力、役割、職務内容などにより、別に定める給与表に基づいて決

定する。

９
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特定非営利活動法人 Reach」tematives 給与規程

第 3章 基準外給与

(役職給、職能給)

第 11条 役職給、職能給は月給制とし、本人の能力、役割、職務内容などにより、別に定める給与表に基

づいて決定する。

(時間外手当)

第 12条 所定労働時間外に労働 した場合及び法定休日以外の休日に労働した場合は、1時間につき時間単

価の 125%を 支給する。ただし、あらかじめ休日を振替えた場合はこの限りではない。

2。 前項の規定に関わらず、役職給を受給するものについては本条を適用しない。また、職能給を受給する

者については、所定労働時間外及び休日労働時間の合計が 20時間を超えない場合には本条を適用しない。

(休 日出勤手当)

第 13条 法定休日に労働した場合、 1時間につき時間単価の 135%を 支給する。

2.前項の規定に関わらず、役職給を受給するものについては本条を適用しない。

(深夜勤務手当)

第 14条 午後 10時より午前 5時まで労働した場合、 1時間につき時間単価の25%を支給する。

2.所定労働時間外の労働、法定休日以外の休日、法定休日の労働が午後 10時より午前 5時までに及んだ

場合は、それぞれ時間外手当又は休日出勤手当の割増率に、深夜勤務手当の割増率を加算する。

(時間単価)

第 15条 時間単価は、基本給月額を第 9条第 3項により計算した 1ケ 月平均所定労働時間で除して算出

する。

(通勤手当)

第 16条 通勤手当は、公共交通期間を利用して通勤し申請書を提出した労働者に対して、本法人が合理的

かつ最短と認めた経路の定期券代を支給する。

2。 前項の定期券代の支給は、月額 30,000円 を上限とする。

3。 第 1項の経路は別に定める規程により判断する。

第 4章 給与改定

(給与改定)

第 17条 労働者の給与の改定は、原則として毎年 4月 に実施する。労働者の給与の改定は、原則として毎

年4月 に実施する。

2.給与の改定は本法人の財務状況及び労働者に対する業績評価を考慮して決定する。また、改定の対象は

原則として基本給、役職級、職能給とする。

・ 3‐



特定非営利活動法人 Reach Alternatives 給与規程

3。 本法人は、特別の事情がある場合には改定時期を変更することがある。この場合、本法人は事前に十分

な説明を労働者に行うものとする。

4。 本法人は、特別の事情がある場合に第 1項に規定のほかに特定の社員の給与改定を行うことがある。

5。 次に掲げる者は、給与改定の対象とはしない。

① 第 2項に定める業績評価を途中入職等で評価期間が十分でない等のために受けることができな

かった労働者

② 傷病などの業務外の事由により、実勤務日数が所定勤務日数の3分の2に達しない労働者

③ 体職中の労働者

④ 退職手続中の労働者

⑤ 懲戒処分を受けている労働者

付則

制定

改定

改定

改定

改定

改定

2012年 10月 1日

2013年 5月 27日

2014年 3月 1日

2015年 10月 1日

2018年 2月 1日

2020年 1月 1日

‐
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書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

し

法人名 特定非営利活動法人 Rttch Altemative R02年 4月 1日 ～R03年 3月 31日事 業 年 度

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

受取賛助会費 1,160,000円

受取支持会費 640,000円

受取一般会費 736,000円

受取寄附金 12,165,213円

160,955,997円

3,894,800円

448円

受取補助金

請負業

受取利息

為替差益 894,847円

その他収益 3,178,723円

円

円

円

△
ロ 計 183,626,028円

収益の源泉別の明細

の明細

(3)その他

該当なし

借 入 先 金    額

該当なし 円

円

円

円

円

△
ロ 計

円



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の議渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

{1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容

該当なし

料 金 条  件  等

円

円

円

円

円

円

円

円

円

(2)資産 けに係る び条件等

(3)役務の提供に係る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金

該当なし

円

円

条  件  等

円

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位か で の ロ

(1)収益の生ずる取引の上位 5

用の生ずる取 |の 5

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

101,147,195円

49,665,439円

6,318,363円

3,850,000円

南スーダン共和国中央エクア

トリア州ジュバ市における害

虫被害防止と農業支援事業

他 7件

ケニア国ナイロビ市イースリ
ー地区における若年層支援を

通じた平和構築事業

避難民、ホス トコミュニティ
ーにおける女性の社会的

安定、経済力強化事業

ケニア共和国コンサル業務支

援

3,825,000円

ケニア共和国における海上災

害管理ならびに平和と安全に

対する脅威への反応能力向上

事業

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

22,694,799円
トルコにおけるシリア難民生

活支援事業

10,306,241円
トルコにおけるシリア難民生

活支援事業

4,892,305円 コンサルタン ト報酬

4,056,IЮ 円 事務所家賃・電気水道料

3,991,742円 システム開発

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月日
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円



ロ 資産 け (

ハ の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日

該当なし

対 価 の 額 譲渡資産の内容等

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

R02年
6月 15日

3,116,G60円 教材作成

m2年
7月 16日

300,000円 教材作成

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

35人 59,325,183円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施 日

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施 日 使 金

令和 2年 4月 3日 トルコ事業関連資金 38,188 円

令和 2年 4月 7日 シリア事業関連資金 440,400 円

令和 2年 4月 14日 トルコ事業関連資金 27,552 円

令和 2年 4月 17日 トルコ事業関連資金 95,131 円

令和 2年 4月 22日 ケニア事業関連資金 335,288 円

令和 2年 4月 27日 トルコ事業関連資金 1,613,700 円

令和 2年 4月 28日 トルコ事業関連資金 55,909 円

令和 2年 4月 28日 シリア事業関連資金 433,200 円

令和 2年 5月 11日 ケニア事業関連資金 359,797 円

令和 2年 5月 11日 南スーダン事業関連資金 1,902,726 円

令和 2年 5月 14日 トルコ事業関連資金 37,761 円

令和 2年 5月 14日 トルコ事業関連資金 26,713 円

令和 2年 5月 19日 トルコ事業関連資金 951236 円

令和 2年 5月 21日 シリア事業関連資金 3,806,250 円

令和 2年 5月 27日 ケニア事業関連資金 361,663 円

令和 2年 6月 4日 トルコ事業関連資金 38,458 円

令和 2年 6月 5日 シリア事業関連資金 3,853:150 円

令和 2年 6月 15日 トルコ事業関連資金 95,762 円

円令和 2年 6月 15日 トルコ事業関連資金 27,297

囲途



令和 2年 6月 25日 ケニア事業関連資金 360,163 円

令和 2年 6月 25日 南スーダン事業関連資金 9,356,158 円

令和 2年 6月 30日 トルコ事業関連資金 1,967,149 円

令和 2年 7月 15日 トルコ事業関連資金 95,289 円

令和 2年 7月 15日 シリア事業関連資金 9,747,000 円

令和 2年 7月 16日 トルコ事業関連資金 27=118 円

令和 2年 7月 27日 南スーダン事業関連資金 3,4541558 円

令和 2年 7月 27日 シリア事業関連資金 850,969 円

令和 2年 7月 30日 ケニア事業関連資金 385,424 円

令和 2年 8月 4日 トルコ事業関連資金 37,495 円

令和 2年 8月 13日 トルコ事業関連資金 25,575 円

令和 2年 8月 19日 トルコ事業関連資金 88,145 円

令和 2年 8月 21日 南スーダン事業関連資金 1,767,805 円

令和 2年 8月 25日 トルコ事業関連資金 309,667 円

令和 2年 8月 28日 トルコ事業関連資金 74,635 円

令和 2年 8月 31日 シリア事業関連資金 212,720 円

令和 2年 8月 31日 ケニア事業関連資金 386,405 円

令和 2年 9月 4日 トルコ事業関連資金 37,506 円

令和 2年 9月 18日 トルコ事業関連資金 86,149 円

令和 2年 9月 25日 ケニア事業関連資金 387!132 円

令和 2年 9月 30日 シリア事業関連資金 213,600 円

令和 2年 10月 1日 南スーダン事業関連資金 6,106,167 円

令和 2年 10月 6日 トルコ事業関連資金 37:331 円

令和 2年 10月 15日 南スーダン事業関連資金 63,756 円

令和 2年 10月 19日 トルコ事業関連資金 83,154 円

令和 2年 10月 30日 ケニア事業関連資金 383,644 円

令和 2年 10月 30日 南スーダン事業関連資金 4,229,527 円

令和 2年 11月 4日 トルコ事業関連資金 36,942 円

令和 2年 11月 9日 トルコ事業関連資金 40,926 円

令和 2年 11月 12日 トルコ事業関連資金 22,193 円

令和 2年 11月 19日 トルコ事業関連資金 83:732 円

令和 2年 11月 20日 トルコ事業関連資金 36,708 円

令和 2年 11月 24日 トルコ事業関連資金 210511400 円

令和 2年 11月 26日 シリア事業関連資金 451,870 円

令和 2年 11月 30日 ケニア事業関連資金 381,065 円

令和 2年 12月 2日 南スーダン事業関連資金 2,368,057 円

令和 2年 12月 4日 トルコ事業関連資金 36,690 円

令和 2年 12月 10日 トルコ事業関連資金 82,125 円

令和 2年 12月 24日 トルコ事業関連資金 94,140 円

令和 2年 12月 25日 ケニア事業関連資金 379,575 円

令和 2年 12月 25日 南スーダン事業関連資金 2,217,588 円

令和 2年 12月 28日 トルコ事業関連資金 22:359 円

令和 2年 12月 29日 シリア事業関連資金 3,668,700 円

令和 2年 12月 30日 トルコ事業関連資金 219,368 円

令和 3年 1月 7日 トルコ事業関連資金 36,396 円

令和 3年 1月 15日 トルコ事業関連資金 22,819 円

令和 3年 1月 20日 トルコ事業関連資金 95,776 円

令和 3年 1月 20日 シリア事業関連資金 661,059 円



令和 3年 1月 25日 ケニア事業関連資金 517,090 円

令和 3年 1月 25日 トルコ事業関連資金 2,147,600 円

令和 3年 1月 28日 ケニア事業関連資金 382,445 円

令和 3年 2月 3日 南スーダン事業関連資金 1,995,744 円

令和 3年 2月 4日 トルコ事業関連資金 37,107 円

令和 3年 2月 10日 シリア事業関連資金 316,860 円

令和 3年 2月 15日 トルコ事業関連資金 27,918 円

令和 3年 2月 19日 トルコ事業関連資金 103,426 円

令和 3年 2月 25日 ケニア事業関連資金 441,865 円

令和 3年 2月 25日 ケニア事業関連資金 388,948 円

令和 3年 2月 25日 南スーダン事業関連資金 2,535,716 円

令和 3年 3月 8日 トルコ事業関連資金 38,279 円

令和 3年 3月 15日 トルコ事業関連資金 251371 円

令和 3年 3月 15日 トルコ事業関連資金 224,522 円

令和 3年 3月 18日 トルコ事業関連資金 99,630 円

令和 3年 3月 25日 トルコ事業関連資金 87,904 円

令和 3年 3月 25日 トルコ事業関連資金 2,134,600 円

令和 3年 3月 25日 トルコ事業関連資金 171,412 円

ケニア事業関連資金 400,756 円令和 3年 3月 26日

令和 3年 3月 29日 南スーダン事業関連資金 1,403,341 円

令和 3年 3月 30日 ケニア事業関連資金 440,544 円

令和 3年 3月 30日 トルコ事業関連資金 1,125,007 円



3運営組織及び簡哩に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

{2}特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について観堅調士又l畑謹法人の1日[を受けていること、又出麟‖関の備付け、取引の:圃脚ぶ

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかで

ないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

(1}

法人名 特定ヨP営利活動法人 Reach Altermtives 九ッタ欄

○

イ

項  目 最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

役員数

① ④

区  分

③ 2年 4月 1日～3年 3月 31日 8人 0人 0% 2人

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

申 請 時
人 人 % 人

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②÷③

② ③

割 合

④÷③

⑤

".5%

%

%

%

%

%

(注 1)

0主 2)

各欄D人数等は、第3表付衰1「役員の状況』から転配してくださしヽ

③及αЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

(例)33. 333・・・%‐→, 33. 3%

ロ

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえいいえ

書式第 7号‐
(法第 44条 051条・58条関係 |)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

∝菫申D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)|よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程簿提出書類)の提出時においても調職及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記職の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 法第騎条第1項に基づく書類(役員報酬観幅鋳槻出■鳴Dに配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

回ヨ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及中 の

保存を青色申告法人に準じて行つている

回]

いいえ

:まい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
目
日 ④

費,1金が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無

⑮ ◎ ① ◎

有。国 有 。無 有 。無 有 。無 有・無

申 請 時

有。無

第3表 (りOD

区□画コ
認定の有効期間D更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬嬬程等提出書類)に配載した事項について、改

めて配載する必要はありません。

○ 二において、「費途が明らかでない支出」と|よ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わら`ず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

国

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「③」から「◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況Jを記載して、口①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 :咳当す
い
る一:方を「()」 ス朝野夕ます1。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は
`舒

lゆ 第○条に正会員の表決権 (又は議

決旧)は平等に一票を与えると規定」のように記載しま

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「◎」について:よ 上記イに記載する

各期間 (「③」から「◎り)を示したもので九

)\aeil ① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はしさL
二」IΩ上.L上盪全1笙墜1監1糞1誕1堕豊と1墨

付してくださしLL
② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」のI」はいL鯉」Ω上
し室菫全笙!上菫ユ雄鐘ユ』璽胆

鰹塑盤Ll塑璽盤型量こ望室
しヽ

~の
各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「◎りについては_当記イに記載する

した



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

小川 和久
理事

植村 高雄 理事 0

第 3表付表 1

H17.4.1

就任

現在に至る

L23.41.

就任

巴 3.Ю

退任

法人名 特定非営利活動法人日本紛争予防センター
③ ⑥ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 8人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

住  所 職名 続柄等
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申請時

就任・退

任

年月日

氏  名

○

瀬谷 ル ミ子 理事 ○

H23.4.1

就任

現在に至ろ

永井 恒男 理事 就任○

H23.4.1

現在に至る

中土井 僚 理事 就任○

H24.3.15

現在に至る

宮下 幸子 理事 ○

H24.3.16

現在に至る

就任

袋 康雄 就任理事 ○

R3.3.31

現在に至る

佐藤 純一 理事
○ R3.3.31

就任



現在に至る

柴田 秀孝 監事
ヽ
ノ

′
ヽ

H23.4.1

就任

現在に至る

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事

項について、添付を省略することができます。



法 人 名 特定非営利活動法人 日本紛争予防センター

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

現金出納帳
電子ファイル (弥生会計)

年次決算後印刷し、バインダ

ーに綴じ込み

随時 7年

預金出納帳
電子ファイル (弥生会計)

年次決算後印刷し、バインダ

ーに綴じ込み

随時 7年

総勘定元帳
電子ファイル (弥生会計)

年次決算後印刷し、バインダ

ーに綴じ込み

随時 7年

補助元帳
電子ファイル (弥生会計)

年次決算後印刷し、バインダ

ーに綴じ込み

随時 7年

仕訳日記帳
電子フアイル (弥生会計)

年次決算後印刷し、バインダ

ーに綴じ込み

随時 7年

振替伝票
電子フアイル (弥生会計)

その都度印刷し、バインダー

に綴じ込み

随時 7年

書式第 9号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

“

ロコn
・ 「侵臓卿‖口HE」 1ロニ例えば鳳瞼出納コ、r… .用■朧」などのよう:ヨロ餞します。

・  略

“

珀閣口

“

瞬醐餞,相ま.r●枷●副日田、「′レ■ズリーフ」、晴
『

‖口颯]などのようIヨロ●します。

・ r田旧口爛Hl1 1日ま、「毎日」、r―■日ごと」のように出●します.

・ 口定の

…

嘲聞こ当たつては、法第

“

彙第1■に■づく●嬌 (投員颯■用口0口出自Di■D●した
"日

こ

"Eがないときは、日附を省嗜することができます。



法人名 特定非営利活動団体 RDattAl鯰】口�ves チェッタ欄

0
4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動時を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役購 又は役員等厳 肘 る法人

して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

と

項
口
日 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申自申寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び

信者を教化育成する活動
有

F翻
[量」 有 ・ 無 有・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又は

こヤしに」反丈トケる龍舅助
有

肩1
出

l
有・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、又

はこれらに反対する活動

有 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

ロ

項
日

【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申調甲寺

有。無 有。無

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる輛酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別の利益の供与の有無

有。国

有。国

有。無 有。無

有・無

有。無

有・無 有。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別σttlttβ棋与の有無

有。無 有。無 有。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して1特別σ冴1喘″戦与の有無
有。国 有・無 有・無 有。無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する翻附の有無

有

国
有。無 有。無 有・無

書式第 10号 (法第 44条・51条・ 58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表) 【極藁】

∝菫中D
・ 曜腱豊単時チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても1閥職

及び添付する必要があります。その場合、曜腱基準等チェック表 第4表 (次葉)0'汲び二)」 の配載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程略提出書Dに 配載した事項につい

て、添付を省略することができます。



書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係)

ェック表  (第 5表)

法人名 特定非営利活動法人 踏
“

h Alt∝mtives チェック欄

○
5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

□I回回
=□

聾蓬巨Ш要■玉涸

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の餞渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

江IⅢ璽五日′ヽ

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※周自嚇 る相則 (祖社顧ID崎がある場舘ごよ その綱則 劇p弱隕lD等を添付してくださセ、

同  意

□ しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、鍛 名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:謝D
② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者α酒己偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割付金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるもの1郵艮る。)の氏名並びにその寄附金の額及

…

月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当雄 に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した割付金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ l海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び睫途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

∝菫申D
・ 認定基準等チェック表第5表:よ 法第55条第1項に基づく書類

があります。

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

の幌出時に記載及び添付する必要



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 RmぬAhttmll出
"

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チリク欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

∝意コD
・ 法第 55条第1項に基づく書類 (役員報酬規濯簿提出書類)の提出時に当たつてIよ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D

はご配職する必要|まありません。

認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の配載の必要はありません。また、法第

6 28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎

有 征 有 ・ 無 有 缶 有 征 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

舞ック欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力f)利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

O認定1基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬腕目略提出書順)の提出時:=融
び添付する必要があります。

有・〇 」霊有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 毎

④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

闘条第1項に基づく書類 (役員報酬規程専提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

特定非営利活動法人 RmchAl色mati“s法人名

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り
合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定リド営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法2M条等 ∝田Ml)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等

“
自鳳2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定三」回:ヨ:己]壼〔』:壁:菫:塑:整塑llli望:屋墜]塑塵ヨ:墨i墾:墜
=_団

i量!題」塵:置量笠墾」LttfiZ=]壁 L:」[塑囲型」里L」菫型:ビ[■_並びL:

囲墨墨道慶塁却塵理型壺軽幽庄医堕|≧二重壺塑聾量量」艶盤墜ユi」塵菫□週Ш囲腱2□饉饉堕菫と生ユ室立)。

5国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

3

口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

された場

している法人

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団

チェッタ欄

○

1 役員のうち、次のし

認定特定ブF渉自」宙動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定り1悩

":幡

動法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認1定特定

非営和括動法人又は当該仮認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消

しの日から しなし

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から 有。①
しなυ

特定非増中提観醍進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより_又は国税若しくは地方税1に

関する法律に違反したことにより、罰樹刷に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

イ

ロ

有。①

有
⌒

リ

ハ

有 ・

2 ｎ

′ しの日から5 しない法人 は い しヽ

ｎ
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 ftl,'"d(m)

4 国税又は地方税1の滞納処か窮関行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
:れ ・ヽCヽ)

添付

ロヨ (注 1)その他の事務所がある場合は、その他凋 獅 i在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員1駆醐鴨壽提出書には添付不要

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、=L菫L生1二」選」壺]コ]菫塵墜置L星豊:!奎L堕菫望曰Lと量L堕菫」整墾誕壁1書

ttrrr'6″０ 国税に係る:重む鴎朝:又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

０^ 次のいずれ力ヽ こ該当する法人

暴力団 :」にい

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 tl1,tgf,$rl


